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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、経営の健全性及び透明性を高めるため、的確な意思決定・業務執行・監督が機能する経営体制を構築し、持続的な成長と中長期的な
企業価値向上を目指すことを、コーポレート・ガバナンスの基本方針としております。

　また、顧客、取引先、社員、株主といったステークホルダーの高い満足を追求し、社会的信頼に応え、誠実な企業運営を行い、経営環境の変化
に迅速かつ的確に対応し持続的な成長及び発展を遂げることが重要であると考え、更なるコーポレート・ガバナンスの充実・強化に努めてまいりま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（補充原則１－２④）

当社は、インターネットによる電子議決権行使を可能とする環境を整備しております。一方で、現時点における株主構成や費用を勘案し、議決権
の電子行使を可能とするプラットフォームの導入や招集通知の多言語化を行っておりませんが、今後の機関投資家や海外投資家の比率等の変
動に注視し、必要に応じて機関投資家が議決権を行使しやすい環境の整備や招集通知の多言語化による情報提供を検討してまいります。

【原則１－４．政策保有株式】

当社は、政策保有株式としての上場株式を１銘柄保有しております。当該株式は、他社との関係・提携強化等の観点から、当該会社が上場する
前から保有している株式であり、上場後も変わらず保有を継続している株式となります。当該株式の保有につきましては、取締役会において、保
有目的の適切性、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等の経済的合理性、将来の見通しなどを具体的に精査・検証し、合理的
理由をもって保有を継続するか判断することとなっており、今後このような政策保有株式が増えるようであれば、保有適否の検証に関する開示や
政策保有株式の縮減に関する方針・考え方など、政策保有株式に関する方針の開示も検討してまいります。

また、政策保有株式にかかる議決権を行使する場合には、当社の企業価値向上や当該企業の企業価値向上に資するものであるか、当社の企業
価値を毀損するようなことにならないかなどについて個別具体的に検討し、議決権の行使に関する判断を行ってまいります。なお、個別具体的な
検討に関する基準を定めた上で検討することとし、今後、このような政策保有株式が増えるようであれば、その基準の開示の検討をしてまいりま
す。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、現時点において、企業年金制度を有しておりません。

しかしながら、今後企業年金制度を導入する場合には、アセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、運用に当たる適切な資質を持っ
た人材を登用・配置し、受益者と会社との間に生じる利益相反を適切に管理のうえ、適切な運用を行い、こういった取組についてその内容を開示
することといたします。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続きについては、社内規定等で定めておりませ
んが、当社の継続的な成長と企業価値の向上、コーポレート・ガバナンスの向上等を総合的に判断し、選任及び指名の手続きを行っております。
なお、解任については、個人の業績評価・貢献度、経営陣としての資質・能力等から総合的に判断し、手続きを行うこととなっております。また、社
外役員の独立性については、東京証券取引所が「上場管理等に関するガイドライン」において、東京証券取引所が一般株主と利益相反の生じる
おそれがあると判断する場合の判断要素（独立性基準）を規定しており、この基準に従い、当社との間に利害関係がなく、一般株主と利益相反の
生じるおそれがないことを基本方針としております。

（補充原則３－１②）

当社は、現時点における株主構成や費用面等を勘案して、英語での情報の開示・提供を行っておりません。今後も海外投資家等の比率に注視
し、英語による情報の開示・提供の充実を検討してまいります。

（補充原則４－１②）

当社は、中期経営計画の公表は行っておりません。

当社では、年度予算のほかに3ヵ年の中期計画を毎期作成しております。当社は不動産開発事業が主要事業であり、現在の企業規模において
は、用地の仕入状況、経済環境の変動により大きく中期計画が変動することとなります。このように用地の仕入状況や経済環境により適宜見直し
をかけていく必要があるため、この影響を定性的、定量的に分析し、今後の業績に与える影響を把握した上で適宜適切な開示を行うことで、株主
その他投資家に当社の状況を適切に理解いただけるよう努めております。

なお、今後は企業規模の拡大により、一つの仕入案件の変動が与える影響が他の変動要素により相殺されるような企業規模になりつつあるた
め、時期を見計って中期計画の公表を行っていくことを考えております。

（補充原則４－８②）

現時点において、独立社外取締役は2名のみであるため、筆頭独立社外取締役を設けておりませんが、今後は、経営陣との連絡・調整や監査役
または監査役会との連携に係る体制整備を検討する過程において、必要に応じて筆頭独立社外取締役を設けることを検討してまいります。

（補充原則４－10①）

当社は、会社法上の監査役会設置会社であり、独立社外取締役2名を含む5名の取締役が選任されております。したがって、独立社外取締役が取
締役会の過半数に達しておりませんが、社外取締役と経営陣幹部、取締役、監査役は定期的に会合等を設定しており、経営陣幹部、取締役の指
名・報酬などの重要な事項に関する検討にあたり、独立社外取締役から適切な関与・助言を得ることのできる体制となっております。



（補充原則４－11①）

当社の取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、当社の事業規模・内容等を勘案し、各事業部門、管理部門のそれぞれに業務に精通
した管掌取締役もしくは業務執行取締役候補者を選任する方針としております。社外取締役に関しては、東京証券取引所の定める独立性基準を
踏まえ、一般株主と利益相反の生じるおそれのない候補者を選任することを基本方針としております。なお、現時点おいては、少数の取締役にて
構成されているため、選任の詳細な手続きは定めておりませんが、今後、企業規模が拡大し、取締役の人数を拡大する場合には、詳細な手続き
を検討の上、開示することを検討してまいります。

（補充原則４－11③）

当社の取締役は、毎年1回以上取締役の職務執行に関する評価項目に従って自己評価をおこなっております。常勤の取締役は自己を評価したう
えで必要に応じ、取締役会の実効性について議論、評価、分析を行い、より実効性の高まるよう努めております。より客観的な評価を実施できる体
制、評価項目の充実を図っていき、それに基づく評価結果の概要を開示していくことにつきましては、今後の検討課題と認識しております。

（補充原則４－14②）

当社は、取締役及び監査役がその知識の習得や更新等の自己研鑽のために外部セミナー等に参加することを推奨しており、これにかかる費用は
会社に請求できることとなっております。この方針の開示につきましては、今後の検討課題と認識しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

当社は、政策保有株式としての上場株式を１銘柄保有しております。当該株式は、他社との関係・提携強化等の観点から、当該会社が上場する
前から保有している株式であり、上場後も変わらず保有を継続している株式となります。当該株式の保有につきましては、取締役会において、保
有目的の適切性、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等の経済的合理性、将来の見通しなどを具体的に精査・検証し、合理的
理由をもって保有を継続するか判断することとなっており、今後このような政策保有株式が増えるようであれば、保有適否の検証に関する開示や
政策保有株式の縮減に関する方針・考え方など、政策保有株式に関する方針の開示も検討してまいります。

また、政策保有株式にかかる議決権を行使する場合には、当社の企業価値向上や当該企業の企業価値向上に資するものであるか、当社の企業
価値を毀損するようなことにならないかなどについて個別具体的に検討し、議決権の行使に関する判断を行ってまいります。なお、個別具体的な
検討に関する基準を定めた上で検討することとし、今後、このような政策保有株式が増えるようであれば、その基準の開示の検討をしてまいりま
す。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は、事業上必要な関係会社との取引を除き、関連当事者との取引は原則行わないことを基本方針としております。

関連当事者との取引を行う場合には、事業上の必要性、取引条件の合理性、妥当性を十分に検討のうえ、社外役員への意見聴取を行い、取締
役会にて承認を得ることとなっております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、現時点において、企業年金制度を有しておりません。

しかしながら、今後企業年金制度を導入する場合には、アセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、運用に当たる適切な資質を持っ
た人材を登用・配置し、受益者と会社との間に生じる利益相反を適切に管理のうえ、適切な運用を行い、こういった取組についてその内容を開示
することといたします。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅰ）、（ⅱ）当社HPにて企業理念、決算短信、有価証券報告書、決算説明会資料、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
等を開示することにより、情報発信をしております。なお、経営戦略は、決算説明会資料の一部として開示しており、変更の都度適時適切な開示を
行うこととしております。

（ⅲ）取締役の報酬等については、取締役会において、その決定に関する方針を定めており、その概要は、株主総会で決議された取締役の報酬
総額の限度内において、当社グループの業容規模や経営内容等を勘案し、取締役個人の担っている職責（当社グループ全体への経営責任・影
響度等）、業績評価等に基づき決定するというものになっております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続きについては、社内規定等で定めておりませ
んが、当社の継続的な成長と企業価値の向上、コーポレート・ガバナンスの向上等を総合的に判断し、選任及び指名の手続きを行っております。
なお、解任については、個人の業績評価・貢献度、経営陣としての資質・能力等から総合的に判断し、手続きを行うこととなっております。また、社
外役員の独立性については、東京証券取引所が「上場管理等に関するガイドライン」において、東京証券取引所が一般株主と利益相反の生じる
おそれがあると判断する場合の判断要素（独立性基準）を規定しており、この基準に従い、当社との間に利害関係がなく、一般株主と利益相反の
生じるおそれがないことを基本方針としております。

（ⅴ）取締役・監査役候補者の選任理由については、株主総会招集通知にて開示しております。なお、解任の場合においても、その理由を開示す
ることとしております。

（補充原則４－１①）

当社の取締役会は、法令、定款で定める事項の他、会社の経営に関する重要な事項について決定又は報告を行うとともに、各取締役の業務執行
の監督を行う機関として位置づけられており、毎月定例の取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時の取締役会を開催するなど、経営の透明
化と迅速化を図っております。

当社は取締役会規程、職務分掌規程、決裁権限基準書に基づき、取締役会、代表取締役社長、各管掌取締役等の決裁権限等を明確に定めてお
ります。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、東京証券取引所の定める要件を満たす独立役員を社外取締役2名、社外監査役3名選任しております。

各独立役員は、会社や他の役員と特定の利害関係を有しておらず、一般株主との間で利益相反の生じるおそれがないことを確認しております。社
外取締役については、客観的な立場から独立性をもって経営を監視し、取締役会において、率直・活発で建設的な意見交換ができ、豊富な経験と
高い知見をもった人材を候補者として選定するよう努めております。

（補充原則４－11①）

当社の取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、当社の事業規模・内容等を勘案し、各事業部門、管理部門のそれぞれに業務に精通
した管掌取締役もしくは業務執行取締役候補者を選任する方針としております。社外取締役に関しては、東京証券取引所の定める独立性基準を
踏まえ、一般株主と利益相反の生じるおそれのない候補者を選任することを基本方針としております。なお、現時点おいては、少数の取締役にて
構成されているため、選任の詳細な手続きは定めておりませんが、今後、企業規模が拡大し、取締役の人数を拡大する場合には、詳細な手続き



を検討の上、開示することを検討してまいります。

（補充原則４－11②）

当社の取締役及び監査役は、現時点において他の上場会社の役員の兼任は行っておりません。

また、取締役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、取締役会承認事項となっており、兼任の状況については、事業報告及び有価証券報
告書において適切に開示する方針としております。

（補充原則４－11③）

当社の取締役は、毎年1回以上取締役の職務執行に関する評価項目に従って自己評価をおこなっております。常勤の取締役は自己を評価したう
えで必要に応じ、取締役会の実効性について議論、評価、分析を行い、より実効性の高まるよう努めております。より客観的な評価を実施できる体
制、評価項目の充実を図っていき、それに基づく評価結果の概要を開示していくことにつきましては、今後の検討課題と認識しております。

（補充原則４－14②）

当社は、取締役及び監査役がその知識の習得や更新等の自己研鑽のために外部セミナー等に参加することを推奨しており、これにかかる費用は
会社に請求できることとなっております。この方針の開示につきましては、今後の検討課題と認識しております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主からの対話（面談）の申し込みに対しては、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するよう、原則として対応する方針
であります。なお、当社の開示方針等につきましては、当社HPの「ディスクロージャーポリシー」に記載しており、これ以外に関する開示につきまし
ては、継続的に検討し、適宜改善してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

中西　聖 4,223,200 58.04

引字　圭祐 284,400 3.91

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ （ＣＡＳＨＰＢ）

（常任代理人　野村證券株式会社）
264,700 3.64

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 183,400 2.52

ａｕカブコム証券株式会社 123,900 1.70

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ （ＦＥ－ＡＣ）

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）
111,200 1.53

上遠野　俊一 78,300 1.08

野呂田　義尚 78,100 1.07

むさし証券株式会社 66,800 0.92

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 60,100 0.83

支配株主（親会社を除く）の有無 中西　聖

親会社の有無 なし

補足説明

―

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

支配株主と取引を行なう際は、その必要性を踏まえ、取引の合理性と条件の適切性の観点から取締役会承認事項とし、少数株主に不利益が被る
ことがないようにいたします。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

井河　元広 他の会社の出身者 ○

黒田　恵吾 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

井河　元広 ○

同氏が代表取締役を勤めるレジデスト株
式会社に対し、当社の不動産開発時の近
隣対策業務の一部を委託しております。
委託金額はレジデスト株式会社の売上高
に比して僅少であり、当社の原価構成上
も僅少であります。また、委託にあたって
は、他の第三者と同等の金額・条件によっ
て行っており、一般株主と利益相反のおき
ないようにしております。

長年不動産業界に携わり、あらゆる不動産取
引を経験してきたことにより、不動産業に関す
る専門的な知識・経験を有しているため、これ
を当社の経営に活かしていただくために要請し
たものであります。



黒田　恵吾 ○ 該当事項はありません。

クロスパス・アドバイザーズ株式会社代表取締
役として海外投資家を顧客とし、不動産のア
セットマネジメント業を事業主体とする会社を経
営しており、外資系投資運用会社、投資銀行等
の要職を歴任し、ファイナンスに対する理解及
び不動産分野における経験を有しているため、
これを当社の経営に活かしていただくために要
請したものであります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人（EY新日本有限責任監査法人）から事前に監査計画の説明を受け、四半期に一度監査実施報告を受けるほか、会計監
査上の重要な点などを適時的確に把握するため、必要に応じて意見交換を行なうなどの連携を図っております。

　内部監査担当は、内部監査の実施状況及び実施結果について、内部監査実施の都度監査役に報告している他、日頃より意見交換を行なうなど
して、経営に重大な影響を及ぼすおそれのある重要事項については、速やかに監査役に報告することとしております。

　監査役、会計監査人、内部監査担当は、四半期に一度三様監査会を開催し、各監査の情報交換を行なうことにより、緊密な連携を保ち、効率的
かつ効果的な監査の実現に努めております。

　上記の他、常勤監査役は、代表取締役社長との定期的な意見交換会や管理部門管掌取締役等との定期的な面談を開催し、情報交換を密に行
なっております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

長島　良一 他の会社の出身者

髙橋　聡 他の会社の出身者

中川　紘平 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)



氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

長島　良一 ○ 該当事項はありません。

経営管理部門を中心とした職務を経験し、前職
において取締役及び監査役等を歴任しており、
財務・会計並びに会社法実務等に関する相当
程度の知識を有しているため、これを当社の監
査に反映していただくために要請したものであ
ります。

髙橋　聡 ○ 該当事項はありません。

都市銀行及び上場大手グループの不動産会
社において要職、役員を歴任しており、財務・
会計及び不動産業に関する相当程度の知見を
有しているため、これを当社の監査に反映して
いただくために要請したものであります。

中川　紘平 ○ 該当事項はありません。

弁護士として企業法務に精通しており、会社法
に関する専門的な知識・経験を有しているた
め、これを当社の監査に反映していただくため
に要請したものであります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外取締役、社外監査役のすべてを独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

業績及び企業価値向上に対する意欲を高めることを目的として、第１回新株予約権（ストックオプション）を付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

取締役や従業員の業績向上に対する意欲や士気を高めること、株主価値向上を意識した事業運営を行なうこと等を目的に、第1回新株予約権（ス
トックオプション）を付与しております。また、従業員に対しては、同様の目的で第2回新株予約権（ストックオプション）を付与しております。

付与対象者は、原則当社勤続1年以上の従業員（非正規雇用、派遣社員、アルバイトを除く）とし、役職に応じて割当を行なっております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が1億円以上のものが存在していないため、個別の報酬開示は実施しておりません。取締役の報酬は、総額にて開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬については、株主総会の決議により定められた報酬限度額の範囲以内で、会社の業績や経営内容、経済情勢等を勘案し、取締役
個人の業績評価・貢献度等に基づき決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

業務執行の詳細については、人事総務部担当役員が社外取締役及び社外監査役に、監査業務に係る事項については、常勤監査役が社外監査
役にそれぞれ説明を行い、社外取締役及び社外監査役との連携を密に取ることで、経営参画および監査機能の発揮のサポートを行なう体制と



なっております。また、取締役会資料については、原則事前配布を実施することとしており、必要に応じて事前説明の実施等を行なうなど、社外役
員が十分に検討できる時間を確保できるようにしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は企業統治の体制として、取締役会、監査役会を設置しております。

（取締役会・取締役）

取締役会は、取締役５名で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務執行を監督する権限を有しております。取締役のうち２名は社外取
締役であり、幅広い経験に基づいた的確な経営意思決定と社外からの経営監視を可能とする体制を構築しております。

（監査役会・監査役）

監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名で構成されており、全員が社外監査役であります。必要に応じて、社外取締役が参加し、連携を
図った上で、ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取締役の職務の執行を含む日常活動の監査を行っております。監査役は他の企業の
役員経験者、不動産業に属する上場企業の要職経験者、法律専門家などから構成され、幅広い知見により経営監視をすることとしております。

監査役は、株主総会・取締役会への出席、社内重要会議への出席を通して取締役の職務執行を監督し、監査役会において課題についての協議
を行うのみならず、監査法人による会計監査、内部監査との監査連携を図り、日常的に取締役・従業員からの報告やヒアリングを通して、実効性
のあるモニタリングに取り組んでおります。

（経営会議）

取締役会、監査役会の他に会社の重要な会議体として、経営会議を開催しております。

経営会議は、取締役、各部部長で構成され、原則毎月1回以上開催し、重要な業務の執行方針及びその他経営に関する重要事項について、各部
門の多角的な視点をもって審議を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

会社の規模に応じた、監督・監視機能を備えた上での機動性ある効率的経営が実施可能な体制として、上記体制を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
今後の決算早期化とともに招集通知の早期作成、早期発送の取組に鋭意努めてまいりま
す。

集中日を回避した株主総会の設定
1人でも多くの株主が参加できるよう集中が予想される日程を避けて株主総会を開催する
方針であります。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットを通した電子議決権行使の環境を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

現時点における株主構成や費用を勘案し、議決権の電子行使を可能とするプラットフォー
ムの導入を行っておりませんが、今後の機関投資家や海外投資家の比率等の変動に注
視し、必要に応じて株主が議決権を行使しやすい環境の整備を検討してまいります。

招集通知（要約）の英文での提供
現時点における株主構成や費用を勘案し、招集通知の多言語化を行っておりませんが、
今後の機関投資家や海外投資家の比率等の変動に注視し、必要に応じて招集通知の多
言語化による情報提供を検討してまいります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページにIRサイトを開設し、そのサイト内で開示しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
定期的な動画配信や会社説明会を実施し、決算内容や事業の報告、今後の
戦略・取組等について説明していく方針であります。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期的に決算説明会を実施し、決算内容や事業の報告、今後の戦略・取組等
について説明していく方針であります。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現在具体的な検討は行なっておりませんが、株主の属性や今後の会社の海外
における事業展開等を考慮しながら、検討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページにIRサイトを開設し、適時IR資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
現在、人事総務部にてIRの担当を配置しておりますが、事業規模、IRの充実の
ため、必要に応じて専任部署を設置することを検討してまいります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、ステークホルダーに対して、会社が発展、存続することが最大の還元であると考
えております。会社の発展、存続の大前提として、コンプライアンス体制の強化・推進が必
要不可欠なものと認識し、「コンプライアンス規程」、「コンプライアンス・マニュアル」を制定
し、定期的なマニュアルの読み合わせ等を通して、社内への周知徹底を図っております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、社会的責任の重さを強く自覚し、ステークホルダーに配慮しながら、環境・社会・
経済に与える影響を考慮の上、企業理念の下に長期的な視点で企業戦略を立案し、持続
可能（サステナブル）な社会に貢献していくことが重要であると考えています。これに基づ
き、不動産開発時の環境維持や利用資源の削減、エコキャップ運動、東日本大震災寄附
金、清掃活動等幅広い活動を行っております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、ステークホルダーに対する適時適切な情報開示を重要事項として認識し、「コンプ
ライアンス・マニュアル」に適時適切な情報開示の実施を規定するとともに、担当部署に周
知徹底しております。

当社は、「適時開示資料等管理マニュアル」を作成し、適時開示の目的、開示手続等を明
確にしております。また、適時開示情報につきましては、適時開示後、当社ホームページで
の掲載や必要に応じての説明会の実施等により、適時適切な情報開示に努めてまいりま
す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1.取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)取締役は、当社の経営に関する重要事項及び職務の執行状況を取締役会に報告して情報共有を図り、それに関する意見を交換することによ
り、取締役会による取締役の職務の執行の監督を充実させる。

(2)取締役会は、取締役会規程及び決裁権限規程に従い取締役会に付議された議案が、十分審議される体制をとり、当社グループの業務執行に
関する意思決定が法令及び定款に適合することを確保する。

(3)コンプライアンス規程及びコンプライアンス・マニュアルを遵守し、内部通報制度の運用により、当社グループの法令定款違反行為を未然に防
止し、必要に応じて、外部の専門家を起用し法令遵守の研修を行い、コンプライアンス体制の確立に向けて取締役が率先して行動する。

(4)取締役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は、直ちに監査役及び取締役会に報告するなど、相互牽制の効いたガバナンス体
制とする。

(5)監査基準及び監査計画に基づき、監査役は、取締役の職務の執行状況を監査する。

(6)特に、反社会的勢力との関係については取締役自らが襟を正し、これを排除する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)文書の作成、保存及び管理等に関する基本的事項を文書管理規程に定め、法令により義務付けられている重要な書類も含め各種書類の管理
を行う。

(2)株主総会議事録、取締役会議事録及び稟議書は、適時適正に作成するとともに、保管場所を明示して閲覧可能とし、取締役の職務の執行の
証跡とする。

(3)情報の不正使用及び漏洩防止のためのシステムを確立し、適切に情報セキュリティを推進する。

(4)文書の作成、保存及び管理等の状況について、監査役の監査を受ける。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)経営会議において、当社の経営に重大な影響を与えると予見されるリスクを要因別（内部要因・外部要因）に捉え対応策を設定するとともに、業
務執行プロセスにおけるリスクを認識・把握し、これらリスクの回避策を作成する。

(2)特に、不測の危機が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、損害の拡大を防止しこれを最小限に止めることと
する。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役会を月一回定例的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、重要事項に係る意思決定を機動的に行うことにより、取締役の職
務の執行の効率性を図るのみならず、取締役は相互にその効率性の監督を行う。

(2)取締役会の決定に基づく職務の執行については、組織規程、業務分掌規程及び決裁権限規程を遵守し、それぞれの責任者、その責任範囲及
び執行手続きの詳細について定める他、常時閲覧可能とし、効率的に職務の執行が行なえる体制を確保する。

(3)事業の運営においては、将来の事業環境に対する予測を踏まえた中期経営計画を立案し、これに基づく予算並びに目標を設定の上、取締役
はこれに則して職務を執行することにより、効率的に職務を執行するものとする。また、状況を踏まえ、適宜予算並びに目標の修正等を行なうこと
により、効率性を確保する。

5.使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)コンプライアンス規程及びコンプライアンス・マニュアルを遵守し、内部通報制度を周知徹底することにより、社員の法令違反の通報等が、当該
社員に不利益が生じることなく行える体制とする。

(2)必要に応じて、外部の専門家を起用し、法令及び定款違反行為に及ぶ恐れのある事象を事前に相談する等、社内で未然に防止する体制とす
る。

(3)反社会的勢力への対応は、反社会的勢力対応細則を遵守し、不当要求などの被害を防止する体制とする。

(4)内部監査担当が定期的に行う各部門監査の中で法令及び定款遵守状況に関する監査を行い、その実効性を確認し、必要に応じて改善指示を
行うこととする。

(5)監査役は当社グループの法令及び定款遵守体制の運用に問題があると認めるときは、担当取締役もしくは取締役会へ意見を述べるとともに、
改善策の策定を求めることができることとする。

6.当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

(ア)当社は、子会社のコンプライアンス遵守体制、その他その業務の適正性を確保するための体制整備に関する指導及び支援を行う。

(イ)当社は、企業集団の経営の健全性及び効率性の向上のため、各子会社について、取締役及び監査役を必要に応じて派遣する。

(ウ)当社は、経営企画部を主管部署とし、子会社管理規程に従って、子会社業務を実施し、子会社の事業運営に関する重要な事項について、報
告を受け、協議を行い、規程に従って、取締役会に付議する体制とする。

(2)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ア)主管部署は、子会社がその業務の適正性又は効率的な遂行を阻害するリスクを定期的に洗い出し、適切にリスクコントロールを行うよう指導
及び支援をする体制とする。

(イ)主管部署は、子会社の損失の危険の発生を把握した場合、直ちにその内容、発生する損失の程度並びに当社に与える影響等について確認
し、取締役会に報告を行う。

(3)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(ア)子会社の事業運営に関する重要な事項について当社の承認を必要とするほか、特に重要な事項については当社の取締役会への付議及び審
議を行うことで、職務の執行が効率的に行われることを確保する。

(イ)当社は、業務の効率化の観点から業務プロセスの改善及び標準化に努めるとともに、情報システムによる一層の統制強化を図り、もって子会
社の職務の執行が効率的に行われるよう指導及び支援を行う。

(4)子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(ア)当社の内部監査担当は、必要に応じて不定期に子会社の業務の適正性についての監査を行う。ただし、内部監査部門を有する子会社につい
ては、当該部門と連携して行う。

(イ)監査役は、必要に応じて往査などにより子会社の監査を行うとともに、子会社の業務の適正の確保のため、監査に関して子会社の監査役と定
期的に意見交換等を行い、連携を図る体制とする。

7.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用に関する事項



(1)監査役から補助使用人の設置を求められた場合は、取締役会は監査役と協議の上、管理部門に在籍する使用人の中から補助使用人を任命
し、補助に当たらせる。

8.補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1)補助使用人が設置された場合は、当該補助使用人の業務執行部門からの独立性に配慮することとする。

(2)補助使用人の評価は監査役が行い、当該使用人の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、所属部門長と監査役による協議の上、
取締役会が決定するものとする。

(3)当該使用人の懲戒等に関しては、あらかじめ監査役会の承諾を得るものとする。

9.監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1)補助使用人への指揮命令権は監査役に帰属するものとし、取締役の指揮・命令は受けないものとする。

10.監査役への報告に関する体制

(1)取締役等及び使用人が監査役に報告をするための体制

(ア)取締役及び執行役員並びに使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見したときは、法令に従い直ちに
監査役に報告する。

(イ)人事総務部長は、当社における内部通報制度「リスクホットライン」の運用状況を定期的に確認するとともに、監査役に報告する。

(ウ)監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するため、取締役会及び重要な会議に出席するとともに、主
要な稟議書その他業務執行に関する重要な契約書、社内情報システムの情報等を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求める
ことができることとする。

(エ)重要な社内書類及び各種データは、監査役の閲覧に供する。

(2)子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

(ア)当社は、子会社の取締役、監査役、執行役員及び使用人が、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況、その他に関する報告を行う
よう指導する。

(イ)子会社の取締役、監査役、執行役員及び使用人は、当社の監査役に対して、当該子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実等を直接報
告することができる。

11.監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1)監査役に報告をしたことを理由として、当該報告者が不利益な取扱いを受けないよう、当該報告者を保護する内部通報規程を整備する。また、
報告を行なったことを理由として、当該報告者が不利益な取扱いを受けていることが判明した場合は、規程等に従い不利益な取扱いを除去するた
めに速やかに適切な措置を講じる。

12.監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項

(1)監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた
場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

13.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役は、月１回定時に監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査実施状況等について情報交換および協議を行うこととす
る。

(2)監査役は、当社の会計監査人より会計監査内容について説明を受けるとともに、情報交換を適宜行い、連携を図っていくこととする。

(3)監査役は、実効性確保のため内部監査担当との連携を図り、日ごろより意見交換を行い、監査の効率性を高めることとする。

(4)監査役は、代表取締役社長との定期的な意見交換会、管理部門管掌取締役等との定期的な面談を開催する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社では、反社会的勢力との関係を遮断すること及び反社会的勢力からの不当な要求による被害を防止することを目的として、反社会的勢力
対応細則を整備し、人事総務部を対応統括部署として外部の専門機関、顧問弁護士等との連携をとる体制を整備しております。また、適宜実施す
るコンプライアンスに関する社員研修等において、反社会的勢力排除の社内への周知、徹底を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

該当なし

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は企業統治の体制として、取締役会、監査役会を設置しております。

1.　取締役会

　当社の取締役会は、取締役５名で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務執行を監督する権限を有しております。取締役のうち２名
は、社外取締役であり、幅広い経験に基づいた的確な経営意思決定と社外からの経営監視を可能とする体制としております。

　

2.　監査役会

　会社法関連法令に基づく監査役会設置会社制を採用しております。監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名で構成されており、全員が
社外監査役であります。ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取締役の職務の執行を含む日常活動の監査を行っております。監査役は
上場企業の取締役、要職の経験者、法律専門家などから構成され、幅広い知見により経営監視をすることとしております。

　監査役は、株主総会・取締役会への出席、社内重要会議への出席を通して取締役の職務執行を監督し、監査役会において課題についての協
議を行うのみならず、監査法人による会計監査、内部監査との監査連携を図り、日常的に取締役・従業員からの報告やヒアリングを通して、実効
性のあるモニタリングに取り組んでおります。

　

・経営会議

　経営会議は、取締役、各部部長で構成され、原則毎月1回以上開催し、重要な業務の執行方針及びその他経営に関する重要事項について、各
部門の多角的な視点をもって審議を行っております。

・適時開示体制

　当社では、適時開示の担当部署を人事総務部と定め、情報取扱責任者を人事総務部部長とすることにより、情報の一元管理体制と適時開示体
制を整備しております。また、情報の一元管理により情報の取扱いが担当部署である人事総務部に限定されていることに加え、人事総務部にお
いて適切な情報管理及び適時適切な情報開示を行うため、「適時開示資料等管理マニュアル」といったマニュアル等の整備も実施しております。

　人事総務部では、取締役会決議予定案件の取りまとめを行っており、決議予定案件について、有価証券上場規程による開示要否の確認を行
い、その開示要否の判断過程と結果の報告を代表取締役社長及び情報取扱責任者に行っております。開示の必要有と判断された事項につきま
しては、監査役に開示要否に関する意見陳述を求めた上で取締役会の決議に基づき、適時に開示することとなっております。

　また、各部署における緊急事態の発生につきましても、人事総務部に報告されることとなっており、その開示要否の判断過程と結果の報告を代
表取締役社長及び情報取扱責任者に行い、代表取締役社長及び情報取扱責任者の最終判断のもと、監査役に開示要否に関する意見陳述を求
めた上、適時に開示することとなっております。



【適時開示体制の概要（模式図）】 

＜決定事実・決算に関する情報等＞ 

 

 

＜発生事実に関する情報等＞ 
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